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概要

$f$ 平面浅水系において, 非定常なジェットからの重力波放射を数値的に調べた. 古典的な地衡流調
節過程と異なり, フルード数 $Fr$ が十分小さく, バランス力学が妥当な近似システ $\Delta$であると考

えられるパラメータにおいて, 重力波はほとんどバランスした図転成分流から継続的に放射され
た. 重力波のソースを渦からの音波放射理論 (ライトヒル方程式) の類推によって導出し, ソース

が回転成分流の強い領域に局在することを示した, このソースが時間とともに非定常に変化する
過程で重力波 l3:放射される, さらに, 支配的な流れが非発散な回転成分流であるという仮定を用
いソースを 1 項のみで近似することに成功した. また同時に, ライトヒル方程式の解より, 遠方

の帯状な重力波を理論的に計算した. バランスした擾乱のスケール則を考慮したスケール解析を
全ソニスに行い, 近傍場とは別の近似ソースを導出した. これによって, 遠方の帯状な重力波が計

算可能である. この近似ソースは水深の緯度変化と緯度方向の質量フラックスの積の形で書ける
点で物理的に理解しやすいだけでなく, 古典的な渦による近似ソースより遠方の重力波を精度よ
く計算できた.

1. はじめに
重力波は大気中にあまねく存在し, かなりの量のエネルギーと運動量を運ぶことによって中層大気

の大循環を駆動する点で重要な働きをする ( $\mathrm{H}\mathrm{o}!\mathrm{t}\mathrm{o}\mathrm{n}$ et at., 1995). 重力波の励起源 (地形, 対流ジェッ

ト, 前線, 台風) は質的には理解されている (Fritts and Nastrom, 1992; Sato, 2000) が, 重力波の放射

過程は未解決の問題で, 特に非地形性のものについては理解が少ない, いくつかの研究は, 強い回転

成分流からの重力波放射を示唆している. たとえば, 観測による研究では, 即夜ジェット (Yoshiki and

Sato, 2000) や, 亜熱帯ジェット (Kitamura and Hirota, 1989; Sato, 1994; Plougonven et al., 2003),

台風 (Pfister et al., 1993; May, 1996) からの重力波放射が報告されている. 同時に, 大気大循環モデル

を用いた研究では, ジェットの近傍に強い重力波振幅があることが指摘されている (Sato et al., 1999).

しかしながら, これらの研究は放射される重力波の性質を報告しているのみである. 何が重力波のソー

スになっていて, どのように回転成分流から重力波が放射されるのかについて説明されなければなら
ない.

0’Sullivan and Dunkerton (1995) は大気大循環モデルを用いて傾圧波からの重力波放射を調べ,

ジェット流の出口付近から重力波が放射されることを示した. Zhang (2004) もメンスケールモデルを

用いて, 同様の結果を得ている. しかしながらこれらのモデルには, 重力波の放射に直接関わらない

たくさんの複雑な過程が含まれている. 何が本質的に重力波の放射を引き起こすのかを調べるため,

我々は, バランスした回転成分流のモードとバランスしない重力波のモードを含む最も簡略化された
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系である $f$ 平面浅水系を用いた. Ford (1994) は同じ系において, 渦列からの重力波放射を調べてい
る. しかしながら, 彼の研究は強制のない系を用いて, 初期の不安定な渦列による重力波の放射過程の

みを調べているため, 流れが安定化した後には重力波は放射されない. そこで本研究では強制散逸系

を採用し, 流れを時間的に非定常にさせることで, 回転成分流からの継続的な重力波放射を調べた.

我々の目的は, 何が重力波放射を引き起こし, どのように回転成分流から重力波が放射されるかを
理解することにある. それゆえ, 実験はバランスした回転成分流に微小な擾乱を加えた状態からはじ

めて, 軸圧不安定なジェットを維持する強制によって流れを時間方向に非定常にさせた. 強制は帯状

なジェットを維持するために加えられたものであり, 直接的に重力波を放射させるためのものではな
い. これらの連続的な重力波の放射過程は, 初期にバランスしない状態を仮定する古典的なロスビー
の地衡流調節過程 (Rossby, 1938; Gill, 1977) とは異なり, 近年 Ford et al. (2000) らによって提案さ

れている, 突発的な重力波の放射過程と一致する. この放射過程は, バランス状態への調節過程ではな

く, バランス状態からずれる調節過程である. 最近, Vanneste and Yavneh (2004) はを 3 次元ブシネ

スク方程式系を用いて, ロスビー数の小さな極限におけるバランスした流れからの突発的な重力波放

射調べた. 彼らの結果によると, バランスした流れの非定常運動に伴った重力波放射は不可避である.

これは重力波の放射がない, 初期のバランス状態が保たれ続けるような位相空間上の不変なスローマ

ニフォールドは, 厳密には存在しえないことをはっきりと示している.

本研究は強制散逸系を用いて, ジェットの非定常運動に伴う継続的な重力波放射を調べた点でFord

(1994) とは異なる研究である. 特に, 重力波ソースに着目し, 近傍場と遠方場について重力波ソース

の近似を得たのは本研究が初めてである. 重力波ソースを用いた遠方場の重力波の計算では, Ford

(1994) と異なる計算方法を用いて計算精度を高めた. これによって, 遠方場の重力波にきく近似ソー

スの導出が可能になった.

本研究は以下よりなる. 2 節では, 基礎方程式系と非線形 F値実験の方法について記述する. 3 節で

は, 重力波のソースを求めるために, 強制散逸 $f$ 平面浅水系におけるライトヒル方程式を導入する. ま

た, これを解くことにより, ソースの遠方の重力波を計算する方法を示す. バランスした回転成分流の

時間発展と, そこからの重力波放射を含む数値実験の結果は 4 節で示す. そして, 5 節では重力波ソー

スについて 2 種類の近似を導出する. 1 っはジェットの近傍場の近似で, 他方は遠方場での重力波振幅

に寄与するソースの近似である. 6 節で議論を行い, 7 節で結論を示す.

2. 基礎方程式系と実験設定
本研究で用いる基礎方程式系は, 強制と散逸のある $f$平面浅水方程式系で, これは回転成分流のモー

ドと重力波のモードを持つもっとも簡単な方程式系である. 回転角速度 !/2げはコリオリパラメー

タ) で回転する平面における, 一般に $f$ 面と呼ばれる系での, 方程式は以下になる.

$\frac{\partial u}{\partial t}+u\frac{\partial u}{\partial x}+v\frac{\partial u}{\partial y}$. $-fv=-g \frac{\partial\eta}{\partial x}-\underline{\alpha(u-\overline{u})}-\underline{\beta(u-\overline{u})}$, (1)

forcing absorber

$\frac{\partial v}{\partial t}+u\frac{\partial v}{\partial x}+v\frac{\partial v}{\partial y}+fu=-g\frac{\partial\eta}{\partial y}-\underline{\alpha(v-0)}-\underline{\beta(v-0)}$ , (2)

forcing absorber
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$\frac{\partial\eta}{\partial t}+u\frac{\partial\eta}{\partial x}+v\frac{\partial\eta}{\partial y}+(H_{0}+\eta)(\frac{\partial u}{\partial x}+\frac{\partial v}{\partial y})=-\beta(\eta\overline{\eta}))\infty$ (3)

absorber

ここで, 従属変数 $u$ と $v$ は経度方向 (x) と緯度方向 (y) の速度で, 自由表面変位 $\eta$ は平均水深 $H0$ から

のずれである. $\overline{u}$ と \eta - は以下で定義する基本場の帯状なジェットである\acute 外部パラメータ 9 は重力加

速度である. 緩和時間 $\alpha$ と $\beta$ のかかる項は, ジェットを維持する強制の効果と, $y$ 境界付近で重力波を

散逸させる波吸収層の効果を表す. 前者はジェット領域のみに, $\cdot$後者は境界付近の領域にのみ加えた.

基本場は帯状ジェットで, これは Hartmann (1983) で導入された順圧不安定なジェットである.

$\overline{u}(y)=$ $U_{0} \mathrm{s}\mathrm{e}\mathrm{c}\mathrm{h}\{\frac{2(y-y\mathrm{o})}{B}\}$ , (4)

ここで, $U_{0},$ $y0,$ $B$ はそれぞれ, ジェットの強さ, 位置幅を与えるパラメータである. 帯状なジェット

と地衡流バランスにある自由表面変位を次で与えた.

$\overline{\eta}(y)=-\frac{fBU_{0}}{g}\arctan\{\exp(\frac{2(y-y\mathrm{o})}{B})\}$ . (5)

本研究では, 幅 $B$ と強さ $U_{0}$ をそれぞれ長さスケールと速さスケールにとった. これによって, 無次元

パラメータ Ro(ロスビー数) と Fr(フルード数) を以下のように定義した.

$Ro \equiv\frac{U_{0}}{fB}$ $Fr \equiv\frac{U_{0}}{\sqrt{gH_{0}}}$ . (6)

本研究では, $f=1$ かつ $B=\pi/10$ のもと, $Ro=1\mathrm{O}\mathrm{O}$ かつ $Fr=0.3$ に固定して, 数値実験を行った.

そうすると, $Ro$ は $U_{0}=10\pi$ を与え, $Fr$ は $Ro$ 固定のもと $1/\sqrt{gH_{0}}=10\pi/0.3$ を与える. またジェッ

ト領域に加えた強制のパラメータ $\alpha=8$ も固定した.

数値実験の領域は 2 重周期境界に設定し, $x$ 方向に周期 $2\pi,$ $y$ 方向に周期 $128\pi$ である. 図 1 に

$Ro=1\mathrm{O}\mathrm{O},$ $Fr=0.3$ における帯状な基本場ジェットの緯度構造の一例を, 帯状なジェット流の強さ $\overline{u}(y)$ ,

自由水面変位 $\overline{\eta}(y)$ , ポテンシャル越度の緯度変化 $\mathrm{d}\overline{q}(y)/\mathrm{d}y(q=(\zeta+f)/h$; ここで, $(=\partial v/\partial x-\partial u/\partial y$

は盛運, $h=\eta+H_{0}$ は全水深) について示す. 緯度方向は $B$ の 1280 倍に設定し, 周期境界条件を満

たすように, 逆方向に流れる 2 つのジェットを $y_{0}=32\pi$ と $96\pi$ に中心がくるように配置した. また

$\overline{u}$ はジェットの中心に関して対称であるのに対して, これと地衡流バランスにある $\overline{\eta}$ は反対称である.

すなわち, 全水深は $y=64\pi$ で最も浅く, $y=0$ かつ $128\pi$ で最も深い. $\mathrm{d}\overline{q}(y)/\mathrm{d}y$ がジェット領域で符

号を変えることから, この基本場のジェット流はよく知られた順圧不安定の必要条件を満たしている

(Ripa, 1983).

非線形数値実験では, 浅水方程式 (1)$-(3)$ を従属変数 $(\zeta, \delta, \Phi)$ の, 渦度, 発散 $(\delta=\partial u/\partial x+\partial v/\partial y)$ ,

ジオポテンシャルハイト $(\Phi=gh)$ の以下の方程式に書き換えた.

$\frac{\partial\zeta}{\partial t}=-\frac{\partial(u\zeta)}{\partial x}-\frac{\partial(v\zeta)}{\partial y}-f\delta-\underline{\alpha(\zeta-\overline{\zeta})}-\underline{\beta(\zeta-\overline{\zeta})}$ , (7)

$f<xrcing$ absorber

$\frac{\partial\delta}{\partial t}=\frac{\partial(v\zeta)}{\partial x}-\frac{\partial(u\zeta)}{\partial y}+f\zeta-\nabla^{2}(E+\Phi)-\underline{\alpha(\delta-0)}-\underline{\beta(\delta-\mathrm{O})}_{7}$ (8)

forcing $absorbe\tau$

$. \overline{\partial t}.=.\frac{4^{U}\mathrm{b}J}{\partial x}-\cdot\frac{1^{\omega}\mathrm{s}/}{\partial y}‘+f\zeta-\nabla^{2}(E+\Phi)-\alpha(\delta-0)-\beta(\delta-\mathrm{O})_{7}$
(8)

$\overline{f^{orcing}}$ $\overline{absorbe\tau}$

$\frac{\partial\Phi}{\partial t}=-\frac{\partial(u\Phi)}{\partial x}-\frac{\partial(v\Phi)}{\partial y}-$
$\infty\beta(\Phi-\overline{\Phi})$ . (9)

absorber
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図 1: $Ro=1\mathrm{O}\mathrm{O},$ $Fr=0.3$ での帯状な基本場の緯度構造の全領域 (上) とジェット領域の拡大図 (下):

(左) 流速 $\overline{u}(y)$ , (中) 自由表面変位 $\overline{\eta}(y)$ , (右) ポテンシャル渦度の $y$ 微分 $\mathrm{d}\overline{q}(y)/\mathrm{d}y$ .

ここで, $E=(u^{2}+v^{2})/2$ で, $(u, v)$ は流線関数 $\psi$ と速度ポテンシャル $\phi$ を $\zeta=\nabla^{2}\psi$ と $\delta=\nabla^{2}\phi$ で定

義して, $(u, v)=(-\partial\psi/\partial y+\partial\phi/\partial x, \partial\psi/\partial x+\partial\phi/\partial y)$ より得られる. $\overline{\zeta}$ と $\overline{\Phi}$ は基本場 (4) と (5) より

計算される. (7)$-(9)$ をスペクトル変換法 (Ishioka, 2002) によって計算した. すなわち, 従属変数を以

下に展開し,

$W(x, y, t)= \sum$ $\sum s_{kl}(t)e^{\mathrm{i}kx}e^{\mathrm{i}ly/64}$, (10)
$k=-Kl=-L$

ここで, $W(x, y, t)$ は $\zeta,$ $\delta,$ $\Phi$ を表し, $K$ と $L$ はそれぞれ $x$ 方向と $y$ 方向の切断波数である. 物理空間

における $\zeta,$ $\delta,$ $\Phi$ の時間発展が以下に書けるとし,

$\frac{\partial W}{\partial t}=Z(x, y, t)$ , (11)

ここで, $Z$ は (7)$-(9)$ の右辺をそれぞれ表す. これより, 時間発展の係数 $skl$ が次の正変換によって求

められる.

$\frac{\mathrm{d}s_{kl}}{\mathrm{d}t}=\frac{1}{(64\pi)^{2}}\int_{0}^{128\pi}\int_{0}^{2\pi}Z(x,y, t)e^{-\mathrm{i}kx}e^{-\mathrm{i}ly/64}\mathrm{d}x\mathrm{d}y$ . (12)
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領域サイズはジェット領域からの重力波放射を見るため, $y$ 方向に長くとり, $K=21,$ $L=5376(64\mathrm{x}$

16384 グリッド) に設定した. 時問積分は 4次精度のルンゲクツタ法を用いて, 時間刻み 00002 で行っ

た、強綱はジェットの領域のまわり $(28.5\pi\leq y\leq 35.5\pi, 92.5\pi\leq y\leq 99.5\pi)$ に導入した. また波吸収

層を境界と 2 つのジェットの間の領域 $(y\leq 12.5\pi, 51.5\pi\leq y\leq 76.5\pi, 115.5\pi\leq y)$ に導入し, これら

の領域を横切る重力波を散逸させた. 同時に, 数値粘性項 $I/(\nabla^{2})^{5}W$ を数値計算の結果が滑らかにな

るように課し, 粘性係数を $\nu=10^{-34}$ に固定した.

3. $f$ 平面浅水系におけるライトヒル方程式
この節では, 音響学における渦からの音波放射理論 (Lighthill, 1952) の類推によって, 重力波のソー

スを導出する. 強制散逸のある $f$ 平面浅水系 (.1)-(3) を次のフラックス形に書き換える.

$\frac{\partial(hu)}{\partial t}+\frac{\partial(huu)}{\partial x}+\frac{\partial(huv)}{\partial y}-fhv+\frac{1}{2}g\frac{\partial h^{2}}{\partial x}+\alpha h(u-\overline{u})=0$, (13)

$\frac{\partial(hv)}{\partial t}+\frac{\partial(hvu)}{\partial x}+\frac{\partial(hvv)}{\partial y}+fhu+\frac{1}{2}g\frac{\partial h^{2}}{\partial y}+\alpha hv=0$, (14)

$\frac{\partial h}{\partial t}+\frac{\partial(hu)}{\partial x}+\frac{\partial(hv)}{\partial y}=0$ . (15)

ここで, ジェット領域の重力波ソースに着目するため, 波吸収層の項は無視している. (13)-(15) から,

強制散逸のある系におけるライトヒル方程式を以下に得る.

$( \frac{\partial^{2}}{\partial t^{2}}+f^{2}-c_{0^{2}}\nabla^{2})\frac{\partial\hslash}{\partial t}=\sum_{i=1j}^{2}\sum_{=1}^{2}\frac{\partial^{2}}{\partial x_{i}\partial x_{j}}T_{\mathrm{i}j}-F$ , (16)

ここで, $x_{1}=x,$ $x_{2}=y$ で $c_{0}=\sqrt{gH_{0}}$ は最も早い重力波の位相速度を表す. 左辺は重力波の伝播を表

し, 右辺は重力波のソースを表す. ここで $T_{ij}$ と $F$ は以下に書け,

$T_{ij}= \frac{\partial(hu_{i}u_{j})}{\partial t}+\frac{f}{2}(\epsilon_{\mathrm{i}k}hu_{j}u_{k}+\epsilon_{jk}hu_{i}u_{k})+\frac{g}{2}\frac{\partial}{\partial t}(h-H_{0})^{2}\delta_{ij}$ , (17)

$F= \alpha\frac{\partial}{\partial t}(\frac{\partial h(u-\overline{u})}{\partial x}+\frac{\partial(hv)}{\partial y})+\alpha f\mathrm{t}\frac{\partial(hv)}{\partial x}-\frac{\partial h(u-\overline{u})}{\partial y})$ , (18)

ここで, $\epsilon_{12}=\epsilon_{21}=-1,$ $\epsilon_{11}=\epsilon_{22}=0$ で $u_{1}=u,$ $u_{2}=v$ である.

次に, (16) を解いて, ソース域から離れた場所での $x$ 方向に平均した重力波 $\partial\overline{h}/\partial t$ を計算する.

$\frac{\partial\overline{h}(y,t)}{\partial t}=\frac{1}{2c_{0}}\int_{t_{0}}^{t}\mathrm{d}t’\int_{y-}^{y+}\mathrm{d}y’J_{0}(f\sqrt{(t-t’)^{2}-(\frac{y-y’}{c_{0}})^{2}})\ovalbox{\tt\small REJECT}\frac{\partial^{2}\overline{T_{22}}(y’,t’)}{\partial y^{2}}-\overline{F}(y’, t’)],$ (19)

ここで, $y\pm=y\pm c_{0}(t- t’)$ である. $\partial^{2}\overline{T22}(y’, t’)/\partial y^{2}$ 及び $\overline{F}(y’, t’)$ は (17) と (18) を $x$ 方向に平均し

たソース項である. (19) を $y$ 方向に一度積分し, 次の方程式を得る.

$\frac{\partial\overline{h}(y,t)}{\partial t}=\frac{1}{2c_{0}}\int_{t_{0}}^{t}\mathrm{d}t’||\frac{\partial\overline{T_{22}}(y_{+},t’)}{\partial y}+\overline{F’}(y_{+}, t’)-\frac{\partial\overline{T_{22}}(y_{-},t’)}{\partial y}-\overline{F’}(.y_{-}, t’)\ovalbox{\tt\small REJECT}+D$ , (20)

ここで, $\overline{F’}(y, t’)$ は (18) のソース項を $x$ 方向に平均して $y$ 方向に一度積分したもので, $D$ は分散性の

効果を表す項である. もし, ジェット近傍のソースが与えられれば, (19) もしくは (20) より, ジェット
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図 2: エネルギーの $x$ 方向の各波数成分 $(k=1-8)$ の時間発展. $0\leq t\leq 7.0$ の時間について示す.

領域から離れた場所での重力波を評価することができる. 4節の遠方場の計算では, (19) を用いると

あまり精度がよくないため, (20) を用いた. また本研究で用いたパラメータでは, 重力波の分散性は

小さいため, 4 節での (20) の $\frac{arrow}{\frac{arrow}{\mathrm{D}}}.+$算では, 分散性の効果 $D$ は省いている.

4. 結果
この節では, 数値実験の結果を示す. $\Phi=gh$ より $h$ と $\Phi$ は $g$ の定数倍を除いて物理的に同じ意味

をもつ. 以下では, 簡単のため $g=1$ として図を作成した. 図 2 はエネルギーの時間発展を $x$ 方向の

各波数 $(k=1-8)$ ごとに示したものである. 順圧不安定の線形段階 $(t\leq 1.\mathrm{O})$ では, エネルギーの各

波数成分は時間とともに指数的に増加する一方, 非線形段階 $(t\geq 1.\mathrm{O})$ では, 各波数成分が相互作用し,

エネルギーは時間とともに非定常に変化する.

非線形段階での $x=\pi$ における�$h/$醜の $t-y$ 図を図 3 に示す $(6.0\leq t\leq 7.0,16\pi\leq y\leq 48\pi)$ .
(16) よりソースが存在しないとき, �ん $/\partial t$ は線形重力波の伝播を示すことから, $\partial h/\partial t$ は重力波のよ

い指標となる. ジェットが時間とともに非定常に変化する過程で, ジェット領域 ($y=32\pi$ 辺り) から重

力波は線形な重力波の位相速度 $\sqrt{gH_{0}}=10\pi/^{J}Fr=100\pi/3$ にそって継続的に放射されている. これ

らの重力波の波長はジェット領域の幅に比べて非常に長い.

図 4 は渦度 \mbox{\boldmath $\zeta$}(上段), $\partial h/\partial t$ と (16) から計算した全ソース (中段), ジオポテンシャルハイ \mapsto (下段)

の時間発展の一例である. $t=6.05$では, 渦度の強い領域はジェットの北側 $(x, y)=(0.3\pi, 32.2\pi)$ の辺

りにあり, これらの領域に強い重力波ソースが存在することがわかる. この強い渦度領域が減衰して

いくにつれ $(t=6.15,6.25)$ , このソース領域はだんだん弱くなっていく, そして, 別の強い渦運動が

ジェットの南側 $(x, y)=(1.3\pi, 31.8\pi)$ 辺りに引き起こされ $(t=6.25)$ , 薪たなソース領域に発達してい

く ($t=6.35$ の $(x,$ $y)=(1.7\pi,$ $31.8\pi)$ 辺り). \partial h/胱場でみると, このようにソースが時間とともにし

だいに変化していく過程で, 重力波を示す�ん $/\partial t$ は渦度の強い領域から継続的に放射されている. 渦
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図 3: $x=\pi$ における�$h/$翫の $t-y$ 断面図. $6.0\leq t\leq 7.0,16\pi\leq y\leq 48\pi$ について示す. コンター

間隔は 1 で, 正の値とゼロ値は実線負の値は破線である.

諏訪の時間発展はソースの時間変化を引き起こし, 放射される重力波の振動数はこれらの渦度場の振

動数によって基本的に決定される. ソースの近傍では, 重力波の $x$ 方向波数はその領域のソースの波

数に一画面て波数 2 であるが, 遠方場では重力波は $x$ 方向に帯状な構造を持っている. 理由は以下に

なる. この系では, 重力波の分散関係は次で,

$\omega=\pm\sqrt{f^{2}+gH_{0}(k^{2}+l^{2})}$ , (21)

ここで, $\omega$ は角振動数を意味し, $k,$ $l$ はそれぞれ $x$ 方向と $y$ 方向の波数である. (21) から, 以下を得る.

$l^{2}= \frac{\omega^{2}-f^{2}}{gH_{0}}-k^{2}$ . (22)

図 2 と図 3 はジェット領域の渦運動の角振動数 $\omega=2\pi\nu\sim 27$ ( $\nu$ は振動数) を示しており, また (6) か

ら第 1 項の分母が $gH_{0}=(u\mathrm{o}/Fr)^{2}=(100\pi/3)^{2}$ と非常に大きいため, (22) の第 1 項は非常に小さい.

それゆえ, $x$ 方向の波数 $k=2$. の重力波では (22) において $l^{2}$ が負である. このため, $k=2$ の重力波

はソース領域から伝播できないことになる. この実験パラメータ $(Ro=1\mathrm{O}\mathrm{O}, Fr=0.3)$ では, 渦度場

とジオポテンシャル場は主に旋衡風バランスにあるため, 強い渦度領域は浅い水深を伴っている.

図 4 で見たようにジェット領域から離れた遠方場では, 重力波はほぼ帯状な構造をとるので, ここで

は伝播可能な帯状な重力波のみに着目する. 図 5 はジェットから離れた遠方の $\partial\overline{h}/\partial t$ の時間変化を各

緯度について記したものと, (20) から分散関係を省いて理論的に計算したものである. 重力波はジェッ

ト領域から最も早い重力波の位相速度にそって放射されている. 境界でいくらかの重力波の反射がお

こっていると考えられるものの, 周期や振幅において, 遠方場の $\partial\overline{h}/\partial t$ が帯状平均したライトヒル方

程式の解から十分精度よく求まっていることを示している. この結果によって, 本研究の数値計算の

妥当性が確認された.
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図 4:\mbox{\boldmath $\zeta$}(上段), �ん $/\partial t$ (コンター) と (16) の右辺の全ソース (トーン)(中段), \Phi (下段) の時間発展 $((\mathrm{a})t=$

$6.05,$ $(\mathrm{b})t=6.15,$ $(\mathrm{c})t=6.25,$ $(\mathrm{d})t=6.35)$ の一例を x.- $y$ 平面 ( $x$ - $y$ 軸の単位は $\pi$ ) で示す. コン

ター間隔は $\zeta$ で L5, �ん $/\partial t$ で ( $10^{i},$ { $\mathrm{i}:-3$ から 8 までの整数} で, $\Phi$ で 5 である. 正の値とゼロ値のコ

ンターは実線, 負の値のコンターは破線である,
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図 5: 各緯度での�$\overline{h}/\partial t$ (実線) と (20) からジェット領域の全ソースを用いて計算したもの (破線). 各

線はそれぞれ $y=34\pi,$ $35\pi,$ $36\pi,$ $37\pi,$ $38\pi,$ $39\pi,$ $40\pi,$ $41\pi,$ $42\pi,$ $43\pi,$ $44\pi$ である. ここで各線のゼロ線

は緯度毎に $d=0.5(y-32\pi)/\pi$ だけずらしてある.

5. 重力波ソースの近似
この節では, (16) の右辺の重力波ソースの近似を行う. 近傍場のソースと遠方場の重力波振幅に寄

与するソースの 2 種類について近似を導出する.

51 ジエット近傍のソース

ジェット領域における支配的な流れがほとんど非発散な回転成分流であるという仮定のもとに, ジェッ

ト近傍のソースを近似する. 回転成分流によるソースに着目するため, 強制 $\alpha$ , コリオリ $f,$ $\partial h/\partial t$ の

項を無視する. さらに, この系では $|u|>>|v|$ であることを考慮すると, (16) の右辺は次の形に近似で

きる.

$\sum_{i=1j}^{2}\sum_{=1}^{2}\frac{\partial^{2}}{\partial x_{i}\partial x_{j}}T_{ij}-F\approx 2hu\frac{\partial}{\partial x}\mathrm{t}\frac{\partial v}{\partial x}\frac{\partial u}{\partial y})$ . (23)

図 6 は $t=6.05$ における全ソース (左) と (23) の近似ソース (右) の一例である. (23) の近似によっ

てジェット領域に局在する強いソースの特徴がよく表現されていることがわかる. この近似の結果か

ら, ジェット近傍の重力波ソースは主に非発散な回転成分流のみでほぼ説明可能であることがわかる.
52 遠方場に寄与するソース

51 節では支配的な流れが非発散な回転成分流であると $|1-$う仮定のもとに, ジェット近傍の近似ソー

スを導いた. しかしながら, この近似ソースを用いた遠方の重力波の計算は精度がよくない (図には示

さない). 遠方場の帯状な重力波については, 他の近似が必要である.



227

33

に
$\underline{\mathrm{x}}32$

$>\backslash$

31

$\mathrm{x}$
$(\mathrm{X}7\mathrm{T})$ $\mathrm{x}$ $(\mathrm{x}\pi 1$

図 6: $t=6.05$ での全ソース (左) と (23) の近似したソース (右) の一例.

5.2.1 深さの緯度変化に関わるソース

この小節では, ジェットから離れた領域での帯状な重力波を近傍場とは別の近似ソースによって求

める. 最初に, 重力波の分散関係式 (21) において, 水深が十分深いため $f^{2}$ の項が無視できるので, (20)

の計算においても分散性の項を無視する. また 5.1 節と同様に, 強制 $\alpha$ , コリオリ $f$ および�ん $/\partial t$ の項

も無視する. (1) と (3) を使って $T_{22}$ の第 1 項を書き換えると,

$T_{22} \approx\frac{\partial(hv^{2})}{\partial t}$

$= \frac{\partial h}{\partial t}v^{2}+2hv\frac{\partial v}{\partial t}$

$\approx 2hv(-u\frac{\partial v}{\partial x}-v\frac{\partial v}{\partial y}-fu-g\frac{\partial h}{\partial y}-\alpha v)$ . (24)

ここで $\partial h/\partial t$ の項は仮定により無視した. 従属変数 $(u, v, h)$ を基本場 $(\overline{u}(y), 0,\overline{h}(y))$ とそこからの擾

乱 $(u_{)}’v’, h’)$ tこわけ, (24) を擾乱について 2 次の項までを残して書き換える,

$T_{22} \approx 2\overline{h}v’(-\overline{u}\frac{\partial v’}{\partial x}-fu’-g\frac{\partial h’}{\partial y}-\alpha v’)$ . (25)

ここで, 基本場のバランスを使って, 擾乱の 1 次の項を消去した. また, 右辺第 1 項は帯状平均によっ

て消えるため, 右辺の $()$ 内の残りの 3 項についてスケール解析を行う. $U’,$ $L’,$ $H’$ を擾乱の速度, 長さ,

自由表面変位のスケールとし,

$\overline{T_{22}}\approx 2\overline{h}v’(-fU’u\dagger-\frac{gH’}{L},\frac{\partial h\dagger}{\partial y\dagger}-.\alpha U’v\dagger)$ , (26)

ここで可のあるすべての新しい擾乱の変数は $O(1)$ である. これより, 以下が得られる.

$\overline{T_{22}}\approx fU’\overline{2\overline{h}v’(-u\dagger-Ro\frac{\partial h\dagger}{\partial y\dagger}-\frac{\alpha}{f}v\dagger)}$ , (27)
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図 7: 各緯度における $\partial\overline{h}/\partial t$ (実線の意味は図 5 と同様) と (28) の近似ソースによる計算 (破線).

ここで, Su鋸moto et al. (2004a) 及び 2 章の結果である $Ro$ の大きい領域におけるバランスした擾乱

のスケール則 $(gH’/fL’U’\sim Ro)$ を考慮した. すなわち, $Ro$ の大きい領域では, (27) の右辺第 1 項

が右辺第 2 項に比べて無視できることになる. 本実験では, $Ro=1\mathrm{O}\mathrm{O},$ $\alpha=8,$ $f=1$ に固定したため,

第 3 項も無視でき, 最終的に以下の近似が得られる.
$\overline{\partial h}$

$\overline{T_{22}}\approx-2hv_{\overline{\partial y}}$ . (28)

この式は水深の緯度変化と緯度方向の質量フラックスの積に関わる項が重力波の放射を引き起こすこ
とを示している.

図 7 は (28) の近似ソースを用いて (20) の計算をした図 5 と同様の図である. 近似ソース (28) から

遠方の $\partial\overline{h}/\partial t$ がよい精度で見積もれることがわかる.

522 渦運動に関わるソース

この小節では, 音響学における渦からの音波放射理論の類推によって, より直接的に渦運動に結び

付く別の近似ソースを導出する (Powell, 1964; Howe, 1975). Crow (1970) はマッハ数 ( $M=U/c_{a}$ : $U$

は流れの特徴的な速さで c。は音波の位相速度) が小さいなら, 支配的な流れを非圧縮として近似でき

ることを示した. 本研究では, FHよ物理的に $M$ と同じ意味を持つ. 実験パラメータ $Fr=0.3$ は十分

に小さいと考えられるので, 支配的な流れを非発散として近似可能である. 再び強制 $\alpha$ , コリオリ $f$ ,
$\partial h/\partial t$ の項を (16) で無視して以下を得る.

$( \frac{\partial^{2}}{\partial t^{2}}-c_{0^{2}}\nabla^{2})\frac{\partial h}{\partial t}=h\frac{\partial}{\partial t}(\sum_{i=1j}^{2}\sum_{=1}^{2}\frac{\partial^{2}}{\partial x_{i}\partial x_{j}}u_{i}u_{j})$ . (29)

非発散な流れでは, 次の式が成り立つ.

$\sum_{i=1j}^{2}\sum_{=1}^{2}\frac{\partial^{2}}{\partial x_{i}\partial x_{j}}u_{i}u_{j}=\nabla\cdot(\omega \mathrm{x}u)+\nabla^{2}(\frac{u^{2}}{2})$ , (30)
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図 8: 各緯度における $\partial\overline{h}/\partial t$ (実線の意味は図 5 と同様) と (31) の近似ソースからの計算 (破線).

ここで, $\omega=(0_{1}0, \zeta)$ は渦度ベクトルで, $u=(u, v, 0)$ は速度ベクトルである. Howe (1975) はソース

から離れた領域での音波を計算し, (30) の第 2 項からの寄与が第 1 項の $O(M^{2})$ になることを示した.

彼は, もし $M$が小さいなら, ソースの遠方場における音波への主な寄与は Powell (1964) によって導

かれた渦による近似ソースと同じであると結論した. このことは, 遠方場の帯状な重力波の主なソー

スが以下であることを示唆する.

$h \frac{\partial}{\partial t}\nabla\cdot(\omega \mathrm{x}u)$ . (31)

このソースは渦度 $\omega$ の空間変化の強い領域が重力波のソースになることをはっきりと示している,

図 8 は (31) の近似ソースを用いて (20) の計算をした図 5, 図 7 と同様の図である. 渦による近似

ソース (31) から遠方の重力波がそれなりの精度で計算できることがわかる. (28
$\grave{}$

と (31) の両方が遠

方の $\partial\overline{h}/\partial t$ を近似的に計算することができる, しかしながら, われわれのオリジナルな (28) の近似

ソースの方が渦による近似ソース (31) より全ソース (17) を用いた計算値に近いのは興味深い結果で

ある.

6. 議論
強制散逸のある $f$ 平面浅水系において不安定なジェットの非線形数値実験を行った. そして, 回転成

分流の非定常運動に伴う $\ovalbox{\tt\small REJECT}\prime l$続的な重力波放射 (図 3 参照) と, ジェット領域の重力波ソースの局在 (図

4参照) を示した. 我々のモデルは現実大気の重力波放射を調べるには, 極めて簡略化されたモデルで

あるが, 本研究の結果は, バランスした回転成分流が支配的な無次元パラメータ領域にあっても, 現実

大気においてもジェット流からの重力波放射の可能性を強く示唆する結果である. また, 浅水系は強

い成層があるという仮定のもとで導かれるため, この系には水平方向にのみ伝播可能な外部重力波の

みしか含まれない. 一方, 現実大気には水平, 鉛直ともに伝播可能な内部重力波が存在する. これらの
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内部重力波はもっと簡単に非定常運動するジェットから放射されると考えられる. 一般の系での重力
波放射への適用にはさらなる研究が必要であるが, 我々の用いた方法と同様の方法で, より一般的な

モデルにおいても重力波のソースの導出が可能であると考えられる. 現実大気においても, 我々が導

いたソースの近似と同様な近似が得られるかどうかは興味深い研究課題である.
我々は重力波のソースに着目し, ジェットの近傍場で成り立つ近似ソース (5.1 節参照) と, ジェット

の遠方場で帯状な重力波振幅に寄与する近似ソース (5.2.1 節参照) の 2種類の近似を導出した. ジェッ

ト流の近傍領域では, 強い渦運動に伴うソースが存在する (図 4参照). これらのソースは支配的な流

れが非発散な回転成分流であるという仮定のもとに近似できた (図 6 参照). しかしながら, この強い

ソースは重力波を直接的には遠方に放射できない, これは, 4節で記したように, 渦運動の振動数が

小さく水深がとても深いため, 波数構造を持つ重力波が非伝播性になるためである. 強制散逸系では,

強制のパラメータを選ぶことによって, 渦運動の振動数を高くすることが可能である. また, ジェット

の強さを固定した場合, 大きい $Fr$ では水深が浅くなる. このような実験では, 帯状以外の波数構造を

もった重力波も放射されると考えられる. 我々の次のステップの 1 つは, この強制や無次元パラメー

タ $Ro,$ $Fr$ を変化させ, 波数構造のある重力波放射について調べることであろう.
一方, ジェットの遠くの領域では, 帯状な重力波を近傍場とは別の近似ソースによって見積もった

(5.2.1 節参照). この近似 $\backslash \dot{J}^{-}\text{ス}$ を得るため, $Ro$ の大きい領域でのバランスした擾乱に成り立つスケー

ル則を考慮し, スケール解析を行った. 古典的な渦による近似ソースは渦の非定常運動に伴う重力波

放射と直接的につながっているが, 我々の水深の緯度変化と緯度方向の質量フラックスの積による近

似ソースもまた, 理解しやすい記述である. さらに, 我々の近似ソースによる計算の方が古典的な渦

によるソースに比べ, より精度よく遠方の重力波振幅を計算できた (図 7, 図 8 参照). とても広い波

吸収層を設定したにもかかわらず, これらの波吸収層において重力波の反射がそれなりに起こってい

る. このため, 全ソース (16) を用いた計算でさえも実験結果とのずれが生じている (図 5参照). 一方,

ジェットの近傍では重力波の分散性が実験結果と全ソースを用いた重力波振幅の理論計算とのずれを
生む可能性がある.

本研究では, 1 つのパラメータ $(Ro=1\mathrm{O}\mathrm{O}, Fr=0.3)$ についての実験結果のみを示した. 重力波の

近似が他のパラメータ領域でも成り立つかは興味あるところである. $Fr$ が小さければ, 流れは近似

的に非発散とみなせるので, 近傍場のソースは同様に近似でき, 遠方場の重力波にきく近似ソースも

同様のスケール解析で導かれることが期待できる. しかしながら, $Fr$ が大きくなると, 支配的な流れ

は非発散として近似できなくなるため, 他の項が無視できなくなるであろう. さらに, もし $Ro$が小さ

くなると, 521 節で導入した, バランスした擾乱に成り立つスケール則が異なってくる (Sugimoto et
$al.$ , $2004\mathrm{a})$ . このため, 小さい $Ro$ では近似が妥当でなくなると考えられる. また, 地球回転の効果 $f$

が効いてくる小さい $Ro$ では, 分散性のある重力波が放射されるであろう. これらの分散性のある重

力波の理論計算では, (20) の計算において分散性の項が無視できなくなると考えられる. 系統的なパ

ラメータスイープ実験を次の研究で行う予定である.

7. 結論
現実大気における, 回転成分流からの重力波放射の可能性を示唆した研究を動機として, 簡略化モ
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デルである強制散逸のある $f$ 平面浅水系において, 回転成分流の非定常運動に伴う重力波放射を非線
形数値実験によって調べた. その結果, ほとんどバランスしていると考えられるジェット流の非定常

運動に伴って (図 2 参照), 重力波がジェット領域から継続的に放射された (図 3 参照).
音響学における渦からの音波放射理論の類推によって

$\ovalbox{\tt\small REJECT}$

この系における重力波ソースを導出した.

そして, これを用いて強い回転成分流のある領域に重力波のソースが局在することを示した (図 4 参

照). このソースがジェットの非定常運動に伴って時間的に変化する過程で, 重力波は継続的に放射さ
れた. すなわち, ジェットの非定常運動の振動数が放射される重力波の振動数を基本的に決めていた.

また, ジェットの近傍では重力波の $\backslash J-$

.
$\text{ス}$は経度方向に波数 2 の構造を持つ一方で, 放射される重力波

は遠方で帯状な構造を持っていた (図 4参照). これは, 重力波の分散関係を考えると, ジェットの非定

常運動の振動数が小さく水深が深い時には, 波数構造のある重力波が非伝播性になるためである. こ

の遠方場の帯状な重力波は, ライトヒル方程式の解からジェット近傍のソースを用いて計算できた (図

5 参照). この計算では精度をよくするために, 一度 $y$ 方向に積分したものを導出して用いた. これに

より, 反射波等の影響はあれ, 本研究の非線形数値実験でジェットから放射される重力波の妥当性が示

された.

さらに, 重力波のソースについて, 近傍場と遠方場それぞれで近似ソースを導出した. ジェット近傍

の重力波ソースは, 支配的な流れが非発散な回転成分流であるという仮定のもとに近似可能である (図

6 参照). これより, ジェット近傍のソースは回転成分流によるものであることが示される. 一方, 遠方

の帯状な重力波は, ジェット近傍の近似ソースからは精度よく計算できなかった. そこで, バランスし

た擾乱で成り立つスケール則を考慮したスケール解析を帯状平均したソースに行い, 全ソースを 1 項

のみで近似することに成功した. この近似ソースは, 水深の緯度変化と緯度方向の質量フラックスの

積に関わる形で物理的に理解しやすいのみならず, 古典的な渦による近似ソースより遠方の重力波を

精度よく計算できることがわかった (図 7, 図 8 参照).
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